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序章 
日本ではここ数年食品に関連する事件事故が多発しており、食品サプライチェーンに対す
る消費者の不信感が非常に高まっている。代表的な例としては、中国産ウナギのマラカイト
グリーン検出、賞味期限改竄問題、産地偽装問題、中国製冷凍餃子事件等枚挙に暇がない。
そこで、本研究ではタイから輸入する冷凍食品の安全管理システム構築を目的で研究を行っ
た。日本は現在、供給熱量ベースで食品自給率は約 40 %であり、食品の約 60 %を海外から
輸入している。また、農林水産省発表の農林水産物輸出入概況 2008 年確定値によると、2008
年における日本のタイからの農林水産物資の輸入量（金額ベース）は 5.8 %（国別順位 5 位）
であることから、タイは日本にとって重要な貿易相手国となっていることがわかる。日本人
は世界一のエビ消費国であることを考え、エビを題材に今回の研究を行った。JETRO 貿易投
資白書 2007 年によれば、エビの約 95 %は輸入に依存しており、タイからの輸入量は約 10 %
を占めている。また、タイから輸入しているエビは冷凍状態でほぼ加工された状態で日本に
輸入されており、タイ国内での製造管理が重要となる。 
そこで、タイのカセサート大学での社会人対象品質講義内容が適正製造規範（GMP：タイ
政府の製造許可認定書交付基準）が基本であることを確認し、minimum GMP の内容と相違
点を検討した上で、タイ冷凍食品加工工場を GMP に基づく査察をした。カセサート大学講
義 GMP 内容と生産現場の実態検証結果、生産現場では GMP とは異なり取引先企業別工程管
理を行っており、その実態は GMP に満たない内容であった。つまりタイ国政府による GMP
認証はほぼ機能しておらず、生産現場では異なる基準で工程管理を行っているという状況で
あった。 
この現状改善には、何よりも生産現場での品質管理者の育成が不可欠と考えられる。そこ
で、本専攻が中心となってプロジェクトチームを設立し、カセサート大学と産業界 TNSC（タ
イ荷主協議会：約 2700 社加盟）に働きかけ、食品工場の品質管理者養成講座の設立を果した。
2009 年 1 月 20 日～22 日にカセサート大学にて第 1 回講座を実施した。このような品質管理
関連の講座については、世界各国にて企業や団体が自主的に行っているが、国家的な支援を
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受けて開催する例はあまり見られない。この人材育成講座の継続的開催により、タイ国のエ
ビ関連冷凍食品企業が日本の食品企業の GMP を習得し、品質管理レベルが向上していくも
のと期待される。 
第 1 章 日本の食料確保を取り巻く課題 
 本章では、食料自給率 40 ％の日本が抱える食料確保についての課題の中で、小売業の立
場で消費者視点を整理した。 
1-1 食料自給率の現状 
現在、日本の食生活は、海外からの輸入食品原材料や輸入加工食品等に支えられている。
2008 年度の日本の食糧自給率（供給熱量ベース）では 41 %となっており、2007 年度の 40 %
から 1 ポイント改善された。しかし、ドイツ・イギリス・フランス等先進諸外国の食糧自給
率（供給熱量ベース）と比べると依然として低い値となっている。特に、５０年の推移では
日本の食糧自給率の低下は突出しており、海外への依存が顕著である。 
（表 1） 
食糧自給率（供給熱量ベース）
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注．日本の食糧自給率（供給熱量ベース）の変遷。2000 年度より 6 年間日本の食糧自給率は 40 %
を保っていたが、2006 年度に初めて 40 %を下回り、2008 年度には 41 %に上昇した。 
 5
表－２．食料自給率(供給熱量）の国際比較（％）
１９６１年 １９７１年 １９８１年 １９９１年 ２００３年
オーストラリア ２０４ ２１１ ２５６ ２０９ ２３７
カナダ １０２ １３４ １７１ １７８ １４５
フランス ９９ １１４ １３７ １４５ １２２
ドイツ ６７ ７３ ８０ ９２ ８４
イタリア ９０ ８２ ８３ ８１ ６２
オランダ ６７ ７０ ８３ ７３ ５８
アメリカ １１９ １１８ １６２ １２４ １２８
資料：農水省「食料需給表」
スペイン ９３ １００ ８６ ９４ ８９
スイス ５１ ４９ ５６ ６２ ４９
イギリス ４２ ５０ ６６ ７７ ７０
日本 ７８ ５８ ５２ ４６ ４０
 
 
 
表－３．食料自給率(穀物）の国際比較（％）
１９６１年 １９７１年 １９８１年 １９９１年 ２００３年
オーストラリア ２９９ ２６２ ３６７ ２４６ ３３３
カナダ １２６ １６４ ２０８ ２２３ １４６
フランス １１６ １６１ １７３ ２１４ １７３
ドイツ ６３ ７８ ８２ １２６ １０１
イタリア ８１ ７１ ８０ ８７ ７３
オランダ ３５ ３３ ２８ ２８ ２４
アメリカ １１５ １３５ １８４ １２６ １３２
資料：農水省「食料需給表」
スペイン ８３ ８８ ５８ １００ ６８
スイス ３４ ３４ ３９ ６４ ４９
イギリス ５３ ６５ １０６ １２２ ９９
日本 ７５ ４６ ３３ ２９ ２７
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1-2 頻発する「食の不祥事」 
 また、最近では食品企業による不祥事や、中国産ウナギのマラカイトグリーン検出、賞味
期限改竄問題、中国食品メーカー天洋食品による餃子事件など枚挙に暇が無く、消費者は食
品の安全・安心に対する目が厳しくなっている。その他にも昨年アメリカを発端にした世界
的な不況は日本の家計にも影響を与え、消費者は食品に対して上述の安全・安心以外にも価
格に対する関心が非常に高まってきている。 
 輸入食品の農薬や抗生物質の残留については、厚生労働省の主導により各地の検疫所で抜
き取り検査が行われているので、仮に農薬や抗生物質が基準以上検出された食品が見つかっ
た際には輸入許可となるので、安全性は保たれている。しかし、依然として輸入検疫時の検
査で規格基準違反として認定され、輸入不許可となる件数が減少しない。これは農薬や抗生
物質の食品への残留基準が国ごとに異なるためにある程度の基準違反は起きてしまうと考え
られる。 
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表ー４．食製品市場回収（リコール）の推移
食製品市場回収（リコール）件数が１～２年激増している。
原因別では、「表示」の比率が激増している。
最近では、「添加物」、「異物混入」の比率が増加傾向である。
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２３７件
７５６件
<表示義務＞
１．安全性の確保：食品衛生法
２．品質表示の適正化：JAS法
３．不当表示規制：景表法・
計量法・
栄養改善法
 
 資料：独立行政法人 農林水産消費安全技術センター 
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1-3 （株）シジシージャパンにおける消費者クレーム 
さて、実際の食品製造および販売の現場において起きているクレームについて、日本にお
ける中小スーパーマーケットのボランタリーチェーンの本部組織である株式会社シジシージ
ャパン（以下、CGC）が輸入している食品で起きているクレームの例を挙げる。この例によ
ると毛髪や虫等の異物混入が圧倒的多数を占める。つまり、健康に危害を与えるであろうと
考えられている、農薬や抗生物質の残留については、輸入時の検疫による検査で防除できて
いるといえる。食品への異物混入については、輸入食品は製造企業が外国にあり、文化や習
慣等も現地と日本では異なるために日本では消費者クレームになる場合でも、製造現場の作
業員は問題視しないことが多い。しかし文化や習慣等の違いとはいえ、日本の市場で販売す
る商品については日本の消費者の求める品質にしなければ、輸入食品について消費者からの
信頼は得られないと考えられる。 
（表 5） 
クレーム受付件数
888
536
28377
18
1257
異物混入
品質不良
容器包装不良
量目不足
印字不良
その他
注．（株）シジシージャパンにおけるクレーム受付件数の分析結果。このクレーム集計にはお客様の責任および流通過程での責
任は含まない。2009 年 3 月 1 日から 10 月 31 日までのクレーム受付内容分類。 
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1-4 日本にとってタイの重要性  
上述のように現在の日本は食品の約 60 %を海外に依存しており、最近の経済的な事情等を
踏まえると、食品関連企業にとっては輸入食品について消費者からの信頼を得るために海外
の食品メーカーの協力を得なければ、日本の消費者の要求を満たすことができない。そこで、
日本の大手食品メーカーが実践している SQE という手法を基に海外の食品メーカーを管理
する方法および教育システムの構築について研究を行った。 
現在の日本の好む海産食品の 1 つとして、エビが挙げられる。日本の食卓に上るエビの約
95 ％は輸入されており、約 10 ％はタイから輸入しており、輸入食品全体としては第 4 位
（5.1％をタイから輸入）であり*、タイにおけるエビの輸出相手国は日本が第 2 位となって
いる。それため、日本、タイ両国にとって両者の関係は重要な取引相手国となっており、重
要な研究になると考えられる。さらに、日本がタイから輸入するエビの大半が冷凍のため、
本研究の対象として、タイからの輸入冷凍食品、特にエビに焦点をあてて行った。 
 
表ー６. 国別農林水産物輸入ランク（２００７）
１st ２nd ３rd ４th ５th
Source：MAFF「Import Report」Year２００７
Agricultural
Forestry
Fishery
Gross Total
USA China Australia Canada Thailand
１７，２０５（３１．１） ６，９４５（１２．６） ４，８０２（８．７） ３，３８７（６．１） ３，１０３（５．６）
Malaysia China Canada Indonesia Australia
１７９７（１２．９） １，７８７（１２．９） １，３５８（９．８） １，１９４（８．６） １，１７５（８．５）
China USA Russia Chile Thailand
３，３３６（２０．４） １，４１２（８．６） １，１９９（７．３） １，１８３（７．２） １，１６０（７．１）
USA China Australia Canada Thailand
１９，６５３（２３．０） １２，０６８（１４．１） ６，５２２（７．６） ５，２３８（６．１） ４，３７９（５．１）
Unit：100million yen
Total：５５，３０４
Total：１３，９０５
Total：１６，３６５
Total：８５，５７４
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第 2 章 現地調査 
 本章では、タイにおける安全教育の状況と製造現場における衛生管理の実態を調査し、 
その結果をまとめた。 
2-1 調査方法 
 本研究では、先ず米国大手食品企業 KRAFT 社関連企業である味の素ゼネラルフーヅ株式
会社（以下、AGF）が実践している SQE（Supplier and co-manufacturer Quality Expectations）
という方法を用いた。SQE とは、クラフトフーヅ社およびクラフトフーヅ社関連企業が実践
している手法であり、購買企業の要求事項を一方的に供給メーカーに守らせる手法ではなく、
購買企業にとって必要な事項と供給メーカーが実行可能な事項を協議の上、供給メーカーが
購買業者の要求事項を遵守するという考えに基づく手法である。チェックリストについては
最低限遵守を必要とする minimum Good Manufacturing Practice（GMP）と、それ以上の要
求事項の 2 カテゴリーが分かれており、必要に応じてチェック項目を追加・削除してチェッ
クリストを作成するものである。また、この SQE のうち minimum GMP の項目を用いて、日
本の中小食品企業がどの程度要求事項を満たしているのかチェックを行い、SQE の有効性の
確認を行った。 
また、カセサート大学において食品関連法規や適正製造規範（GMP）等の社会人対象の教育
内容を受講調査し、国際基準に準拠した内容であることを確認した。カセサート大学で実施
している食品生産に関する講義は主にHazard Analysis Critical Control Point（HACCP）やThai 
Good Aqua-cultural Practice についての内容である。 
その他にも CoC という認証がある。HACCP については、講義内容は他国や第 3 社認証機関
が認証している内容とほぼ遜色のないものであった。Thai Good Aqua-cultural Practice の認
証については国際的な認証でないため内容の比較はできなかった。ただし Good Agricultural 
Practice の概念を養殖に応用させたものとして認識すれば、特に遜色はないものと考えられ
た。また、minimum GMP との比較では、39 項目中 7 項目が満たされておらず不適とした。
CoC については Thai Good Aqua-cultural Practice と要求事項であるものの満たす要求事項数
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が、Thai Good Aqua-cultural Practice よりも多いことで、環境保護や企業の社会的責任につ
いて満たしていると考えられる内容となっている。これらの HACCP や Thai Good 
Aqua-cultural Practice の認証はタイ国政府が行っており、タイ国内でエビ養殖業を行うため
には、最低限タイ国政府が発行する Thai Good Aqua-cultural Practice の認証を取得する必要
があることがわかった。 
 
 以上の技能研修を踏まえて、minimum GMP の内容とタイで行われている教育内容および
minimum GMP の要求事項（SQE）と生産現場の実践内容（実態）を調査比較した。 
食品企業を実態調査し、問題点を明確にするために、カセサート大学セミナー内容を基に、
工場を訪問して査察を行った。工場での査察はセミナー内容の実践状況と、minimum GMP
チェックリストを使用した。 
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2-2 対象企業 
（表 7） 
番号 企業名 企業規模 見学場所 
1 不明 個人経営 エビ養殖場 
2 Thai Royal Frozen Foods Co.,Ltd 中規模企業 エビ養殖場及び加工場 
3 The Union Frozen Products Co.,Ltd 大手企業 加工場 
4 Charoen Pokphand Foods Pubric Co.,Ltd 大手企業 加工場 
上記は今回の研究で訪問した企業概要である。番号 1 の企業はタイ国内向けのエビの養殖
を行っている。個人経営であり、小規模企業。番号 2 の企業はエビの養殖及び加工場を有し
ており、エビの生産から加工までを行い、国外取引先企業へ販売している中規模企業であり、
外国企業からの製造委託が多い企業。番号 3 の企業はタイ国大手食品企業であり、タイ国内
向けの商品のみだけでなく、日本及び諸外国へエビ加工品を輸出している。番号 4 の企業は
タイ国最大手食品企業であり、エビの養殖と加工だけでなく、肥飼料の生産も行っている大
企業。商品はタイ国内及び日本を除く諸外国に輸出している。 
 
 本研究では輸入海産食品、特にエビについて焦点を当てており、エビの輸入相手国として
重要なタイのエビを扱う企業を対象にした。訪問した企業は合計 4 社（2 養殖場、3 加工場）
であるがそのうち 1 社は取引先企業との関係上、工場内に入りチェックを行えなかったので、
その企業については今回の研究対象とはしない。 
調査した企業は、タイ国内向けの養殖エビを生産している企業で個人経営の小規模企業、
主にヨーロッパ等の購買企業向けのエビ関連商品を生産している中規模企業、タイ国内及び
海外の購買企業向けのエビ関連商品を生産しているタイ大手の企業 2 社の計 4 社である。 
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2-3 調査結果 
2-3-1 総括 
カセサート大学社会人対象講座内容を基に、タイの食品企業での実施状況を確認するため
にタイ国内向けのエビ養殖企業、タイ国外向けエビ加工品製造企業へエビを出荷する養殖企
業、タイ国外向けエビ加工品製造企業、タイ国大手食品企業を査察した。タイ国大手食品企
業については工場内の製造ラインに立ち入ることができず、口頭での確認のためあくまで参
考とする。タイ国内でエビの養殖をするために必要な認証である Thai Good Aqua-cultural 
Practice の取得状況を確認した結果、訪問した企業すべてが認証を取得していることがわか
った。しかし、実施状況についてはそれぞれの企業の規模および製品の販売先よって実施状
況がことなることがわかった。 
タイ国内向けのエビを養殖している企業については、必ずしも Thai Good Aqua-cultural 
Practice の実践を行っていないことがわかった。Thai Good Aqua-cultural Practice で要求さ
れている水質チェックや給餌の記録など一式が現場で管理されていなかった。これらの記録
の管理については経営者に質問をしたところ、Department of Fishery で管理しているとのこ
とであったが、確認することはかなわなかった。一方で、タイ国外向けエビ加工品製造企業
へエビを出荷する養殖企業では、水質や給餌等の記録を作成しており、特に問題があるよう
に見られなかった。タイ国外向けエビ加工品製造企業では、工程内にて HACCP に基づく管
理を行っていた。ただし、HACCP を実践するために基礎となる Good Manufacturing Practice
やPre-Requisite Programなどの一般衛生に関する事項が若干行き届いていなかった（表5）。
タイ国大手食品企業については、上述の通り製造ラインに立ち入ることができなかったので
情報の正確性としては乏しいが、見学者通路から見る限りでは、一般衛生関係の実施状況に
ついては特に問題は見られなかった。 
はじめにタイにおける食品関係法規や製造規範について学ぶためにタイのカセサート大学等
で実施している講義内容を精査した。カセサート大学等で実施している食品生産に関する講
義は主に Hazard Analysis Critical Control Point（HACCP）や Thai Good Aqua-cultural Practice
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についての内容である。その他にも CoC という認証がある。HACCP については、講義内容
は他国や第 3 社認証機関が認証している内容とほぼ遜色のないものであった。Thai Good 
Aqua-cultural Practice の認証については国際的な認証でないため内容の比較はできなかった。
ただし Good Agricultural Practice の概念を養殖に応用させたものとして認識すれば、特に遜
色はないものと考えられた。また、minimum GMP との比較では、39 項目中 7 項目が満たさ
れておらず不適とした。CoC については Thai Good Aqua-cultural Practice と要求事項である
ものの満たす要求事項数が、Thai Good Aqua-cultural Practice よりも多いことで、環境保護
や企業の社会的責任について満たしていると考えられる内容となっている。これらの HACCP
や Thai Good Aqua-cultural Practice の認証はタイ国政府が行っており、タイ国内でエビ養殖
業を行うためには、最低限タイ国政府が発行する Thai Good Aqua-cultural Practice の認証を
取得する必要があることがわかった。 
 はじめにタイにおける食品関係法規や製造規範について学ぶためにタイのカセサート大学
等で実施している講義内容を精査した。カセサート大学等で実施している食品生産に関する
講義は主に Hazard Analysis Critical Control Point（HACCP）や Thai Good Aqua-cultural 
Practice についての内容である。その他にも CoC という認証がある。HACCP については、
講義内容は他国や第 3 社認証機関が認証している内容とほぼ遜色のないものであった。Thai 
Good Aqua-cultural Practice の認証については国際的な認証でないため内容の比較はできな
かった。ただし Good Agricultural Practice の概念を養殖に応用させたものとして認識すれば、
特に遜色はないものと考えられた。また、minimum GMP との比較では、39 項目中 7 項目が
満たされておらず不適とした。CoC については Thai Good Aqua-cultural Practice と要求事項
であるものの満たす要求事項数が、Thai Good Aqua-cultural Practice よりも多いことで、環
境保護や企業の社会的責任について満たしていると考えられる内容となっている。これらの
HACCP や Thai Good Aqua-cultural Practice の認証はタイ国政府が行っており、タイ国内で
エビ養殖業を行うためには、最低限タイ国政府が発行する Thai Good Aqua-cultural Practice
の認証を取得する必要があることがわかった。 
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2-3-2 Minimum GMP とタイ GAP との相違点 
 Thai Good Aqua-cultural Practices は、Minimum GMP との対比では、項目数も不足してお
り国際基準としては不十分である。したがって、CoC 認証取得が望まれる。 
表 8．minimum GMP と Thai Good Aqua-cultural Practice との相違点。 
項番 要求事項 適・不適 
8 
GMP の領域では、従業員はきちんとひげを剃っておくか、あごひげ
留めを着用すること。文書化した期待事項が、業務管理部門から提供
されなければならない。 
不適 
9 香りつきハンド・ローションは禁止されている。 不適 
12 
腰より上の位置にあるポケットは認められない。使用しないことによ
って製品汚染の危険性をなくすため、ポケットは取り外すか、又は口
を縫い合わせなければならない。 
不適 
14 
物を食べること、ガムをかむこと、タバコを吸うことは、指定領域の
みで許可される。従業員は、仕事中につま楊枝、マッチ棒、その他の
類似物を口にくわえないこと。耳の後ろに鉛筆、タバコなどの物を挟
むことも禁止されている。 
不適 
18 
従業員の食事や休憩用の食物の持ち込みは、GMP の領域では許可さ
れていない。昼食は指定領域に、しっかりした密閉容器に入れて保管
すること。従業員用ロッカーに作業服が保管してある場合は、同じロ
ッカーに食物を保管することを許可しないこと。 
不適 
19 耳栓保護具は、製品の汚染を防ぐため、体のひもに繋げておくこと。 不適 
25 
異物の問題を防ぐために、容器の上部及び底部を清掃すること。原料
の外袋は、使用する直前にはぎ取るか外面をブラシで払うこと。 
不適 
注：タイの食品関連のセミナーで講義している内容について不足している点について不適と判断した。
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他の項目については、minimum GMP と同等あるいは判定不能と判断した。 
 
2-3-3 Minimum GMP によるチェック結果 
 Minimum GMP チェックリストによるチェック結果では、39 項目中「適」は 13 項
目（33％）に過ぎない。他は、不適または判定不能であり、国際基準・規格とは異な
る実態が存在することが確認できた。ただし、調査を行った時点での結果であるため、
平時においてはこの結果と異なることが考えられる。 
表 9．Minimum GMP 対応表と工場内の管理状況の比較表。 
項番 要求事項 適・不適 備考 
1 
すべての工場要員、訪問者及び外部の請負業者
は、製品の生産場所及び納入予定先における、現
行の法律及び規制により定められている優良製
造規則（GMP）の要求事項を遵守すること。建物、
敷地、装置及び工程も、GMP の要求事項を満た
していること。 
適   
2 
すべての従業員は、食品製品の汚染を防ぐため
に、個人の清潔度を高く維持しなければならな
い。現地の管理では、作業員の活動による汚染の
危険性を最小限に抑えるために、妥当なすべての
手段及び予防措置を講じること。 
不適 
エアータオルを使
用していないた
め、交差汚染の可
能性あり 
3 
従業員は GMP のすべての領域において、作業開
始前、作業領域を離れていた後、トイレ設備を利
用した後など、手が汚れたり汚染されたときはそ
の都度、手を洗い消毒しなければならない。 
適   
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4 
できるだけ完全に髪の毛を納めるため、ヘアネッ
ト形式（細かい網目タイプ）の頭を覆うもの/髪留
めが必要である。GMP の領域内で、キャップや
帽子、バンプ・ヘルメットをかぶらなければなら
ない場合は、頭の保護物の下にヘアネットを着用
する必要がある。ヘアカーラー、コーム、ヘアピ
ンを使用してはならない。留め金やスカーフ、バ
ンダナについては、ヘアネットの下にきちんと着
用すれば許可される。 
適   
5 
手や爪は清潔に保たなければならない。爪はきち
んと切ること。 
適   
6 
どんな種類のマニュキアもつけないこと。つけ
爪、つけまつげなども禁止されている。 
適   
7 
頑丈で輪の部分だけ（「結婚指輪のタイプ」）の指
輪、及びピアス型イヤリング（切れ目のない 1 cm
のリング）を除き、仕事中はイヤリング、腕時計、
その他の宝飾類を身につけないこと。この他の種
類の指輪やイヤリングもすべて禁止されている。
現地の法律上の理由によりこの期待事項の履行
が不可能な場合は、宝飾類が汚染源となるのを防
ぐ手段を適用すること。 
適   
8 
GMP の領域では、従業員はきちんとひげを剃っ
ておくか、あごひげ留めを着用すること。文書化
した期待事項が、業務管理部門から提供されなけ
－   
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ればならない。 
9 香りつきハンド・ローションは禁止されている。 適   
10 
作業開始時の衣類は清潔で、作業中もある程度の
清潔さを保たなければならない。衣類は常に手入
れが行き届いた状態でなければならない。 
適   
11 
衣類がすぐに汚れる可能性のある場所や、従業員
がむき出しの製品にさらされる場所では、製品の
汚染に対するさらなる保護策として、使い捨ての
又はプラスチック製のエプロンを衣類の上に着
用し、頻繁に交換しなければならない。 
適   
12 
腰より上の位置にあるポケットは認められない。
使用しないことによって製品汚染の危険性をな
くすため、ポケットは取り外すか、又は口を縫い
合わせなければならない。 
適   
13 
物が製品の中に落ちるのを防ぐため、ペン、鉛筆、
温度計、眼鏡、工具などをシャツ、コート、ドレ
スなどのベルトや腰より上の位置で携帯しない
こと。 
適   
14 
物を食べること、ガムをかむこと、タバコを吸う
ことは、指定領域のみで許可される。従業員は、
仕事中につま楊枝、マッチ棒、その他の類似物を
口にくわえないこと。耳の後ろに鉛筆、タバコな
どの物を挟むことも禁止されている。 
適   
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15 
手に切り傷や損傷のある生産従業員は、作業現場
に出向く前に、監督者と共にその状態を確認しな
ければならない。 
－   
16 
手に小さな切り傷のある従業員は、傷口に包帯を
するか手袋をはめることを条件として、生産ライ
ンの作業につくことができる。手袋は、損傷がな
く、清潔で衛生的な状態に維持しなければならな
い。作業の要求事項に適合しない場合を除き、か
かる手袋は不浸透性の素材でできたものでなけ
ればならない。 
－   
17 
いかなる状況下でも、傷が露出していたり皮膚の
状態に異常がある従業員には、むき出しの製品又
は一次包材を扱う作業をすることを許可しない
こと。 
－   
18 
従業員の食事や休憩用の食物の持ち込みは、GMP
の領域では許可されていない。昼食は指定領域
に、しっかりした密閉容器に入れて保管するこ
と。従業員用ロッカーに作業服が保管してある場
合は、同じロッカーに食物を保管することを許可
しないこと。 
－   
19 
耳栓保護具は、製品の汚染を防ぐため、体のひも
に繋げておくこと。 
－   
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20 
食品に使用することが許容されているラベル表
示がなされた化学薬品（接着剤、剥離剤、潤滑剤、
コード付け用インクなど）しか、生産期間中の生
産ライン及び処理領域では使用が許可されてい
ない（材料ラベルで識別されていない製品は、処
理領域で使用してはならない）。 
－   
21 
損傷した包装又は溢出製品は、直ちに除去しなけ
ればならない。 
不適 片付けが不分 
22 
壁と床は清潔で、ゴミが無いように保つこと。衛
生化プログラム及び物的管理プログラムに従う
こと。 
不適 ゴミが散見 
23 
すべての商品は、パレット、間紙、又はラックに
載せ、床から離して保管すること。 
適   
24 
原料の袋や容器は、処理領域に持ち込む前に、外
面が汚れていない状態であること。 
－   
25 
異物の問題を防ぐために、容器の上部及び底部を
清掃すること。原料の外袋は、使用する直前には
ぎ取るか外面をブラシで払うこと。 
－   
26 
一部しか使用しなかった原料の中身は、折りたた
んで確実に閉じること。資材及びロット番号を識
別すること。金属の繋ぎ物/ビニタイの使用は許可
されていない。 
－   
27 
生産終了後、妥当な時間内に、処理ライン及び包
装ラインから製品を除去すること。休憩中及び切
－   
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替中は、微生物学的反応性製品を保護するか、又
はラインから除去すること。 
28 
空になった材料容器は、蓋をするか逆さにし、床
から離すこと。乾燥中に容器を積み重ねてはなら
ない。 
不適 
バケツが転がって
いた 
29 
予め計算したバラ荷材は、衛生的な容器、又はポ
リエチレンの内張がある清潔なドラム缶に入れ
て保管すること。 
－   
30 
ぎっしり詰まった製品容器は、使用するときまで
覆いをすること。 
－   
31 
一部しか使用しない包材は、使用しないときは覆
いをすること。 
－   
32 
廃棄物及び手直し製品用の指定容器には、製品が
汚染する可能性を最小限に抑えるため明確なラ
ベル表示をすること。製品又は材料の容器は、廃
棄物や製品以外の物用の容器のすぐ近くで保管
しないこと。 
不適 
再利用製品用の容
器はあるが、ラベ
ルなし 
33 
休憩中や昼休み中など、無人状態に置かれる手直
し製品には、清潔なビニールなどの適切な資材で
きちんと覆いをすること。 
－   
34 
持ち越し製品及び（又は）手直し品は、保管前に
適切に覆いをし、ラベル表示をすること。樽には
蓋をし、各樽に中身の名称と日付を記載して識別
すること。保管に関する適切な温度の要求事項に
－   
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従うこと。 
35 
回収可能な製品は、汚染を防ぐために、正しく指
定された容器に入れること。 
－   
36 
製品の容器及び包装供給物は、衛生的な状態で保
管しなければならず、製品の用途以外の目的で使
用してはならない。 
－   
37 
ホースのノズル（水、圧縮空気用のもの）は、床
から離しておかなければならない。処理用の管類
は使用しないときはキャップをしなければなら
ない。 
適   
38 
可能な場合は、すべての処理装置に覆いをするこ
と。 
－   
39 
生産領域、生産領域の事務所、又は生産領域に直
接通じている廊下に、生きた植物や花を持ち込ま
ないこと。 
適   
注：要求事項を満たしている場合は「適」とし、満たしていない場合は「不適」、判定不能なものにつ
いては「-」とした。 
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第 3 章 考察 
3-1 ダブルスタンダードの存在 
タイの食品企業を 4 社訪問した結果、最終消費者の違いにより管理方法などに違い
があることがわかった。タイ国内向けのエビ養殖業者については、Thai Good 
Aqua-cultural Practice を取得しているものの生産記録の保管がないこと（タイ国政府
機関 Department of Fishery にて管理しているとのことだが未確認）を考慮すると、
毎日記録することが必要であるはずの給餌記録の管理については最低でもされてい
ないことが推測される。一方でタイ国外向けエビ加工品製造企業へエビを出荷する企
業では、記録類の管理等現場管理が行き届いており、経営者としても Thai Good 
Aqua-cultural Practice への取り組みについて意識が高いことが伺える。 
 加工場については前述したようにタイ国外向けエビ加工品製造企業は Thai 
HACCP の他、ISO9001 などの認証を受けており、第 3 者認証の取得状況から考える
と優良な工場であることがわかる。しかし、加工場内を視察した結果から Thai 
HACCP の導入以前に一般衛生管理の実施について若干の不足があった。このことか
らわかるように、第 3 者認証取得の有無だけではわからない問題があることがわかる。
また、加工場の従業員からの聞き取り調査の結果から、Thai HACCP の取得について
はタイ国外への食品の輸出に必要であるために取得をしており、実際については取引
先企業の要求水準に合わせた製造管理手法となっていることもわかった。つまり、タ
イ国政府が発行する認証の取得が目的となっており、ほとんど現場では実践されてい
ないことになる。このために認証自体の実効性に疑問点が残る。もちろんこの問題点
はタイ国内に存在するすべての食品企業に当てはまることではないが、前述したセミ
ナーの実施者およびカセサート大学の職員に聞き取りを行ったところによると多く
の企業が同様の問題を抱えているとのことであった。また、タイ荷主協会（TNSC：
タイ国より海外に製品を輸出する企業が加盟する団体）の代表者に聞き取りを行った
際にも同様の問題を抱えていることがわかった。 
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3-2 品質管理者不足 
これらのことは、加工場に勤務する品質管理および品質保証管理者が不足している
ことが原因であると思われる。また、過去数年カセサート大学にて社会人対象の国際
規格・国際基準教育を実施しても受講生が集まらないのは、タイにおける産学協同の
取り組みが食の安全教育では未整備であるためであるとも考えられる。 
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第 4 章 解決策と今後の課題 
本専攻が中心となって立ち上げた、カセサート大学・TNSC・NFI(タイ食品工業会)・
JETRO バンコク・タイ味の素（タイ JCC）による共同研究会での結論は、「ダブルス
タンダードの解消策は、現場における品質管理者育成」である。何よりも、継続的な
人材育成が最重要であるとの結論となった。 
そこで、「中堅品質管理者養成講座」が設立され、第 1 回が平成 22 年 1 月 20 日～
22 日カセサート大学にて共同研究メンバーによる協力で実施された。講座は、「理論
と実践」で構成されているが、可能な限り「実践」をベースにしたものとなった。 
このようなセミナーは継続性が重要であり、即効性はないが継続することによりタ
イにおける安全管理システムの構築に寄与するものと期待される。継続するためには、
両国のニーズ、TNSC および日本の消費者の関心事を講座にタイムリーに反映してい
くことが求められる。特に、タイにおける「実践」を主講座内容にしていくことが重
要だと考える。設立された研究会の活発な活動及び啓蒙活動が重要である。 
今回、品質管理部門に関わる人材、特に現場監督者を対象としたセミナーの開催と
したが、現場において一般衛生を実践するのは、現場における労働者であることから、
今回のセミナーに参加した現場監督者が、現場作業者に対して教育及び訓練を実施す
る方法について提案をしていくことも重要と考えられる。タイと日本においては国民
性の相違が考えられるが、日本の食品工場で実践されている工場の現場での教育及び
訓練の成功事例を紹介することも視野に入れセミナーの内容を改善する必要がある
と考えられる。 
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